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職員就業規則、育児・介護休業等に関する規程及び非常勤職員就業規則、 

非常勤職員育児・介護休業等に関する規程の一部改正について（提案） 

 

１ 提案理由 

育児・介護休業法等の改正等を踏まえ、所要の改正を行う。 

 

２ 提案内容 

 (1) 職員就業規則、職員育児・介護休業等に関する規程 

   ① 育児休業の取得回数について、現行制度では、子が３歳に達する日までの間に、１回取

得可能であるが、２回まで取得可能とする。 

② ①の育児休業に加え、現行制度では、子の出生後８週間を経過する日の翌日までに、１

回取得可能であるが、２回まで取得可能とし、その申出期限について、現行制度では１か

月前であるが、２週間前までとする。 

③ 男性育児休暇について、現行制度では、出産予定日の８週間前の日から出産の日後１６

週間を経過する日までが対象期間であるが、出産の日後１年を経過する日までとする。 

④ 不妊治療のための有給の特別休暇（一の年度において、５日以内で必要と認める日又は

時間）を新設する。 

    

 (2) 非常勤職員就業規則、非常勤職員育児・介護休業等に関する規程 

   ① 育児休業の取得回数について、現行制度では、子が１歳に達する日までの間に、１回取

得可能であるが、２回まで取得可能とする（②の出生時育児休業を除く）。 

② ①の育児休業に加え、子の出生後から８週間を経過する日の翌日までに、４週間を限度

に２回まで分割して取得可能な出生時育児休業を新設する。 

③ 保育所に入所できない等の理由により、子が１歳以降２歳までの間に育児休業を延長す

る場合について、現行制度では、子の１歳の誕生日と、１歳６か月に達する日の翌日に、

延長開始日を限定していたが、開始日を柔軟化するため、１歳から１歳６か月、１歳６か

月から２歳までの各期間途中でも取得可能（１回に限り途中交代可）とする。 

④ １週間当たりの勤務時間が 29 時間以上又は勤務日が５日以上で、かつ、２月を超える

期間の定めにより勤務する非常勤職員に、次の特別休暇（有給）を新設する。 

 ア 男性育児休暇 出産予定日の８週間前の日から、出産の日後１年を経過する日までの

期間において、５日以内で必要と認める日又は時間 

イ 妻の出産休暇 妻の出産に係る入院の日から当該出産の日後２週間を経過する日ま

での期間において、２日以内で必要と認める日又は時間 

ウ 不妊治療休暇 一の年度において、５日以内で必要と認める日又は時間 



 
３ 実施日 

  令和４年 10月１日 

 

４ 協議期間 

  令和４年７月２８日（木）から同年８月２６日（金）まで 


